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令和７年３月市議会定例会

文教福祉常任委員会資料

　　　　　　　　める条例の一部を改正する条例制定の件

　議案第33号　　松陵義務教育学校の設置に伴う関係条例の整備に関する条例制定の件中、

　　　　　　　　る基準を定める条例の一部を改正する条例制定の件

　　　　　　　　島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

　議案第40号　　福島市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関す

　議案第35号　　福島市青少年問題協議会条例を廃止する条例制定の件

　議案第38号　　福島市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例制定

　　　　　　　  の件

　　　　　　　　こども未来部所管分

　議案第41号　　栄養士法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例制定の件中、こど

こ ど も 未 来 部

　議案第39号　　福島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び福

　議案第18号　　令和６年度福島市一般会計補正予算中、こども未来部所管分

　　　　　　　　も未来部所管分
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議案第33号 松陵義務教育学校の設置に伴う関係条例の整備に関する条例制定の件中、こども未来部所管分 

                                                     こども政策課、幼稚園・保育課 

 

１ 条例（一部改正）の趣旨 

  松陵義務教育学校の開校に合わせ、小中学校にかかる定義規定を統一して整理する。 

 

２ 関係条例 

・ 福島市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年条例第37号） 

・ 福島市子どものえがお条例（令和３年条例第28号） 

・ 福島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（昭和25年条例第18号） 

・ 福島市児童公園条例（昭和31年条例第14号） 

・ 福島市児童館条例（昭和55年条例第25号） 

 

３ 条例改正の主な内容 

  条例中の定義規定に義務教育学校にかかる文言を追加 

 

４ 条例の施行日   

令和７年４月１日 
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議案第35号 福島市青少年問題協議会条例を廃止する条例制定の件 

                                                             こども政策課 

１ 条例（廃止）の趣旨 

  青少年問題協議会を廃止するため、条例の廃止を行うものである。 

 

２ 青少年問題協議会廃止の理由 

  青少年を取り巻く環境は、ひきこもりや不登校、いじめ、ヤングケアラー、SNSなどに起因するトラブルなど複雑多様化し、かつ

見えにくくなっている。従来の健全育成の取り組みに加え、生育環境や社会的養護への対応も含めた包括的な対応をより推進する

ため、これまで協議会で調査審議していた「青少年プラン」について、令和７年度からは「こども計画」に統合し、こどもから若者まで、

より長い期間での育ちを切れ目なく支援する施策の推進を図ることとしたことから、本協議会を廃止する。 

 

３ 条例の施行日 

  この条例は、公布の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

- 3 -



 

 

 

議案第38号 福島市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例制定の件 

                                                     幼稚園・保育課 

１ 条例（制定）の趣旨 

  子ども・子育て支援法等の一部改正に伴い、乳児等通園支援事業が創設されたことから、実施にあたり必要な保育の水準を確保するため、設置等に

かかる基準を定める条例を制定するものである。 

２ 条例の概要 

児童福祉法に基づき、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準（認可の最低基準）を定めるもの。 

【乳児等通園支援事業（通称：こども誰でも通園制度）について】 

○事業内容：保育所等の施設において、保育所等に入所していない0歳6か月～満3歳未満のこどもに適切な遊び・生活の場を与えるとともに、こど

も及びその保護者の心身の状況・養育環境等を把握するための面談や、子育てについての情報の提供、助言その他の援助を行う事業。 

※就労要件を問わず、時間単位等で利用可能。 

○事業目的：こどもを中心に置き、全てのこどもの育ちを応援し、 

良質な成育環境を整備する。 

○事業本格実施に向けたスケジュール 

 ・令和7年度：法律上制度化（地域子ども・子育て支援事業） 

 ・令和8年度：法律に基づく新たな給付制度化 

6か月まで 6か月以降

就労家庭
育休家庭
など

就労して
いない
家庭など

３歳 ４歳 ５歳 ６歳～

就学

０歳
１歳 ２歳

産後

ケア

保育施設

教育・保育

施設
こども誰でも通園制度

切れ目なく寄り添った育児支援で、

すべてのこどもの育ちを応援
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３ 条例の施行日   令和７年４月１日 

４ 条例の主な内容  内閣府令を基準とするとともに、一部市独自の条項を加え条例を制定する。 

条 概要（主な規定など） 摘要 

5 

○乳児等通園支援事業者の一般原則 

 ・利用乳幼児の人権配慮、人格の尊重、地域社会との交流・連携と保護者等への運営内容の適切な説明。 

 

【市独自規定】 

（第2項）福島市子どものえがお条例の基本理念にのっとり、「子どもにとっての最善の方法及び子どもの幸

せが追求され、自己肯定感が育まれる環境」を整えなければならない。 

（第3項）利用乳幼児の心身の状況等に応じた支援を十分に提供するため、保護者への面談・援助の実施体制

の充実に努める。 

(第2項) 

こどもの育ちの支援という事業目的の十分

な理解と、乳幼児の特性に対する特段の配慮

を事業者に求めるため、規定を定める。 

（第3項） 

 保護者支援による子育て支援という事業目

的の理解と、保護者に対する支援の充実を事

業者に求めるため、規定を定めるもの。 

16 
○事業所内部の規程  事業者が規程を定めるべき、運営に関する重要事項を具体的に規定。 

【市独自規定】「個人情報の取扱いに関する事項」を規程に定めるべき事項として定める。 

個人情報保護を徹底する観点から規定する

もの。（保育所等と同様の取扱い） 

○実施方法：実施事業者は利用保護者と直接契約し、保育等を提供する。 

      実施事業者は、自治体から支払われる委託料と利用保護者が支払う利用料で運営を行う。 

○こども一人当たり利用上限時間：月10時間（国補助要綱において規定） 

◇本市の令和7年度実施計画 

  令和8年度の本格実施（給付制度化）に向けて、令和7年度は次の事業所で実施する。 

① 地域子育て支援センターを併設する保育所・認定こども園    ②未就園児向け子育て支援事業を実施する幼稚園（満２歳児対象） 

  条例施行後に、実施事業者の募集（認可申請の受付）を行い、認可後、事業を開始する。 
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条 概要（主な規定など） 摘要 

20 

○乳児等通園支援事業の区分 

 ・一般型乳児等通園支援事業  ：余裕活用型に該当しないもの。 

・余裕活用型乳児等通園支援事業：保育所、認定こども園、家庭的保育事業等事業所で、施設の利用児童数

がその利用定員総数に満たない場合で、当該利用定員総数から利用児童数を除いた数以下の乳幼児を対象

として行うもの。 

 

21 

○一般型乳児等通園支援事業所の設備の基準 

  ・２歳未満児を利用させる場合：乳児室又はほふく室及び便所を設けること。 

 ・乳児室又はほふく室の面積 ：こども１人につき3.3平方メートル以上。【下線部は市独自規定】 

 ・満２歳児を利用させる場合 ：保育室又は遊戯室及び便所を設けること。 

 ・保育室又は遊戯室の面積  ：こども１人につき1.98平方メートル以上。 

保育の質向上のため、乳児室の面積につい

て市独自に高い基準を設ける。（保育所等と

同様の取扱い） 

※国基準：こども1人1.65平方メートル以上。 

22 

○一般型乳児等通園支援事業所の職員の基準 

  ・従事する職員：保育士その他市長等が行う研修を修了した者を置かなければならない。 

・従事者の数：乳児おおむね３人に１人以上、満１歳～満３歳未満児おおむね６人に１人以上。 

うち半数以上は保育士。ただし、１事業所２人を下ることはできない。 

 

24 

○保護者との連絡 

 ・事業者は、利用乳幼児の心身の状況等に応じた支援を適切に提供するため、その保護者と密接な連絡をと

り、支援内容に保護者の理解・協力を得るよう努めなければならない。【下線部は市独自規定】 

保護者の理解・協力を得る努力を適切に行

うよう運営事業者に求めるため、保護者との

密接な連絡が必要な理由を明確に規定する。 

25 
○余裕活用型乳児等通園支援事業所の設備及び職員の基準 

 ・設備・職員の基準は、施設・事業所の区分に応じ、各認可（認定）基準条例に定めるところによる。 

 

26 ○準用 第24条等の規定は、余裕活用型乳児等通園支援事業について準用する。  
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幼稚園・保育課 

 

議案第３９号 福島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び福島市特定教育・保育施設及び特定 

地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

 

１ 条例（一部改正）の趣旨 

   厚生労働省令及び内閣府令の一部改正により、家庭的保育事業等の認可要件が緩和されたことから、関係条例の改正を行う。 

 

２ 条例改正の主な内容 

   （１）家庭的保育事業等の連携施設にかかる認可要件を緩和し、事業者同士の連携の範囲を拡充する。 

   （２）連携施設の確保が著しく困難と市長が認めた場合については、連携施設がなくても認可できる経過期間の延長 

      （改正前）令和７年３月３１日 → （改正後）令和１２年３月３１日 

 

３ 条例の施行日 

   令和７年４月１日 
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議案第４０号 福島市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例制定の件 

                                                             幼稚園・保育課 

 

１ 条例（一部改正）の趣旨 

   幼保連携型認定こども園の学級の編成、職員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、関係条例の改正を行う。 

 

２ 条例改正の主な内容 

  （１）副園長又は教頭の資格要件を「幼稚園教諭免許状」と「保育士登録」のいずれか１つで可とする特例期間の延長 

    （改正前）令和７年３月３１日  →  （改正後）令和９年３月３１日 

 

3 条例の施行日 

   令和７年４月１日 
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幼稚園・保育課 

 

議案第４１号 栄養士法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例制定の件中、こども未来部所管分 

 

１ 条例（一部改正）の趣旨 

   管理栄養士養成施設卒業者に係る管理栄養士国家試験の受験資格見直しのため栄養士法の一部が改正されることに伴い、 

  関係条例を整理する。 

 

２ 関係条例 

（１）福島市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成30年１月12日条例第14号） 

（２）福島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年９月30日条例第35号） 

（３）福島市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例（平成31年３月29日条例第12号） 
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３ 条例改正の主な内容 

   受験資格の見直しにより、管理栄養士が栄養士免許を持たない場合が想定されることから、条文に「管理栄養士」を追加する。 

（改正前） 栄養士   →   （改正後）栄養士又は管理栄養士 

 

 

４ 条例の施行日 

   令和７年４月１日 
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議案第１８号　令和６年度福島市一般会計補正予算（第１０号）

（単位　千円）

款 項 目 事  業  名 補正額 国  庫
支出金

３ ２ ２
民生費

15 496,677 248,338 124,169 124,170

210,775 105,387 52,693 52,695

計 707,452 353,725 176,862 176,865

事業内容

保育所、認定こども園等の公定価格に含まれている人件費は、国家公務員の給与をベースとしている。そのため、国家公務員の給与改定に伴い公定価格
も引き上げられる。
※保育士・幼稚園教諭等人件費　令和５年度＋5.2％　令和６年度＋10.7％

公定価格の引き上げにより、不足する給付
費等を補正するもの。

児童
福祉費

児童
措置費

００７
保育実施費

００８
認定こども園給付費

幼稚園・保育課　

議案
書頁

財　　源　　内　　訳
説　　　　明

県支出金 その他 一般財源

（単位：円）

現予算① 執行見込み額②
補正額

（②－①）

保育実施費 3,995,792,000 4,492,468,946 496,676,946

認定こども園給付費 1,590,750,000 1,801,524,375 210,774,375

合計 5,586,542,000 6,293,993,321 707,451,321

給付費等

事　業　名
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議案第１８号　令和６年度福島市一般会計補正予算（第１０号）

（単位　千円）

款 項 目 事  業  名 補正額 国  庫
支出金

15 ３ ２ ２
民生費 △22,605 △11,303 － － △11,302

○母子生活支援施設（福島敬香ハイム）の入所世帯
数について、国基準による暫定定員での見込みに対
して、今年度の入所実績が少なかったことに伴い措
置費を減額補正するもの。

◆財源　母子生活支援施設措置費負担金
　　　　国１/２　市１/２
◆入所世帯数（月平均）
　　　　当初見込（暫定定員）　　１７世帯
　　　　今年度実績（１月末時点）　４世帯

児童
福祉費

児童措
置費 母子生活支援施設措置費

こども家庭課　

補正予算

説明書頁

財　　源　　内　　訳
説　　　　明

県支出金 その他 一般財源
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議案第18号　令和６年度福島市一般会計補正予算（第10号）

（単位　千円）

款 項 目 事  業  名 補正額 国  庫
支出金

幼稚園・保育課　

議案
書頁

財　　源　　内　　訳
説　　　　明

県支出金 その他 一般財源

◇繰越明許費補正（追加）
（単位：千円）

款 項 事　業　名 金　額 繰　越　理　由

３　民生費 ２　児童福祉費
（仮称）もりあい認定こども園
整備事業

17,000

　認定こども園北側通路について、公園利用者等の安全確
保の観点から公園通路と認定こども園の通路を区分するよ
う見直したことに伴い、認定こども園の位置や敷地、園路
の形状等の変更が生じ、その検討・調整等に時間を要した
ことから、事業費の一部（多目的広場の園路改修に要する
経費）を翌年度に繰り越すもの。

公園通路と認定こども園

通路を区分
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